
�愛媛県規則第３３号
愛媛県職員等表彰規則の一部を改正する規則を次のように

定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員等表彰規則の一部を改正する規則

愛媛県職員等表彰規則（昭和５４年愛媛県規則第５９号）の一

部を次のように改正する。

第２条第１号中「、愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛

媛県条例第１５号）第１条」を「及び愛媛県学校職員定数条例

（昭和３２年愛媛県条例第１５号）第１条第３項」に改め、「及

び警察職員（別に定めるものに限る。）」を削る。

第３条各号を次のように改める。

� 優良職員表彰

� 優良機関表彰

第４条を次のように改める

（表彰の事由）

第４条 表彰は、職務に関し特に優れた業績を挙げ、又は県

民から特に感謝されるような善行のあつた職員又は機関に

対して行う。

第５条中「及び記念品」を削り、同条に次の１項を加える

。

２ 表彰を受けた職員又は機関には、記念品を授与すること

ができる。

第７条中「）及び警察本部長（」を削り、「別表左欄に掲

げる」を「次の各号に掲げる表彰の種類の」に、「それぞれ

当該右欄に掲げる」を「当該各号に定める」に改め、同条に

次の各号を加える。

� 優良職員表彰 優良職員表彰内申書（様式第１号）

� 優良機関表彰 優良機関表彰内申書（様式第２号）

別表を削る。

附則第１項の見出し及び附則第２項の見出しを削り、附則

第３項を削る。

様式第１号中「別表」を「第７条」に、「優良職員等表彰

内申書�」を「優良職員表彰内申書」に、
「優良職員等表彰内申書

を
年 月 日」

「優良職員表彰内申書
に改める。

年 月 日」

様式第２号中「別表」を「第７条」に、「優良職員等表彰

内申書�」を「優良機関表彰内申書」に、
「優良職員等表彰内申書

を
年 月 日」

「優良機関表彰内申書
に改める。

年 月 日」

様式第３号及び様式第４号を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県規則第３４号
愛媛県保健所使用料規則等の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県保健所使用料規則等の一部を改正する規則

（愛媛県保健所使用料規則の一部改正）

第１条 愛媛県保健所使用料規則（昭和３３年愛媛県規則第４１

号）の一部を次のように改正する。

本則第１号アの表直接撮影の項中

「 １，３１０円

１，２８０円

「 １，３００円

１，２７０円
を に改め、同表注の表

」 」

「 １４０円

１００円

８０円

６０円

「 １３０円

９０円

７０円

５０円

中 を に改め、同号イの

」 」

表検査の部血圧測定検査の項中「２４８円」を「２４１円」に

改め、本則第２号ア中「健康保険法の規定による療養に要

する費用の額の算定方法（平成６年３月厚生省告示第５４号

）の別表第２歯科診療報酬点数表又は老人保健法の規定に

よる医療に要する費用の額の算定に関する基準（平成６年

３月厚生省告示第７２号）の別表第２老人歯科診療報酬点数

表」を「診療報酬の算定方法（平成１８年３月厚生労働省告

示第９２号）の別表第２歯科診療報酬点数表」に改め、同号

イ中「健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算
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告 示

訓 令

定方法の別表第１医科診療報酬点数表又は老人保健法の規

定による医療に要する費用の額の算定に関する基準の別表

第１老人医科診療報酬点数表」を「診療報酬の算定方法の

別表第１医科診療報酬点数表」に改める。

（愛媛整肢療護園使用料規則の一部改正）

第２条 愛媛整肢療護園使用料規則（昭和３３年愛媛県規則第

４７号）の一部を次のように改正する。

本則中「基く」を「基づく」に、「健康保険法の規定に

よる療養に要する費用の額の算定方法（平成６年３月厚生

省告示第５４号）」を「診療報酬の算定方法（平成１８年３月

厚生労働省告示第９２号）」に、「（平成６年８月厚生省告

示第２３７号）又は老人保健法の規定による医療に要する費

用の額の算定に関する基準（平成６年３月厚生省告示第７２

号）別表第１老人医科診療報酬点数表及び老人入院時食事

療養費に係る食事療養の費用の額の算定に関する基準（平

成６年８月厚生省告示第２５３号）」を「（平成１８年３月厚

生労働省告示第９９号）」に改める。

（愛媛県精神保健福祉センター使用料及び手数料規則の一

部改正）

第３条 愛媛県精神保健福祉センター使用料及び手数料規則

（昭和４７年愛媛県規則第６７号）の一部を次のように改正す

る。

第２条中「健康保険法の規定による療養に要する費用の

額の算定方法（平成６年３月厚生省告示第５４号）」を「診

療報酬の算定方法（平成１８年３月厚生労働省告示第９２号）

」に改め、「又は老人保健法の規定による医療に要する費

用の額の算定に関する基準（平成６年３月厚生省告示第７２

号）別表第１老人医科診療報酬点数表」を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第５２４号
愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）第６条の規

定により、知事印（専用公印）を次のとおり新設した。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５２５号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院でなくなった。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県訓令第２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

労働委員会事務局

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令を次のよ

うに定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令

愛媛県職員被服等貸与規程（昭和５４年愛媛県訓令第３７号）

の一部を次のように改正する。

別表第１ ２の部品目の欄中「バンド」を「ベルト」に改

める。

別表第２ １の部�の項貸与対象者の欄及び同部�の項同
欄中「、栽培漁業センター、中予栽培漁業センター」を削り

、同部�の項同欄中「、畜産試験場、養鶏試験場」を削り、
「水産試験場、中予水産試験場、栽培漁業センター、中予栽

培漁業センター」を「水産試験場開発室若しくは増殖室、中

予水産試験場企画開発室、増殖室若しくは東予分場」に改め

、同部中�の項を�の項とし、�の項から�の項までを１ず
つ繰り下げ、同部�の項同欄中「、栽培漁業センター、中予
栽培漁業センター」を削り、同項を同部�の項とし、同部�
の項の次に次のように加える。

� 畜産試験場

、養鶏試験場

、水産試験場

栽培推進室又

は中予水産試

験場栽培推進

室に勤務する

もの

ゴム

長靴

１ 年間 １年

別表第２ ９の部貸与対象者の欄中「生活センター」を「

印 影 管 守 場 所 用 途
使用開始
年 月 日

西 条 地 方 局

今 治 地 方 局

松 山 地 方 局

八幡浜地方局

宇和島地方局

県税証紙

売りさば

き人指定

用

平成１８年
４月１日

西 条 地 方 局

今 治 地 方 局

松 山 地 方 局

八幡浜地方局

宇和島地方局

沿岸漁業

改善資金

用

平成１８年
４月１日

西 条 地 方 局

今 治 地 方 局

松 山 地 方 局

八幡浜地方局

宇和島地方局

漁業経営

維持安定

資金用

平成１８年
４月１日

名 称 所 在 地 開 設 者 名

吉田病院 松山市三番町四丁目１１番７号 医療法人同仁会

愛 媛 県 報平成１８年４月１日 第１７４７号外４
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公営企業管理規程

消費生活センター」に改め、同表中４５の部を４６の部とし、４１

の部から４４の部までを１ずつ繰り下げ、同表４０の部中

「
ゴム長靴 １ 年間 ２年 を

」

「 ゴム長靴 １ 年間 ２年 水産試験場

栽培推進室

及び中予水

産試験場栽

培推進室に

勤務する職

員を除く。

ゴム長靴 １ 年間 １年 水産試験場

栽培推進室

又は中予水

産試験場栽

培推進室に

勤務する職

員に限る。

に改め、

」

同部を同表４１の部とし、同表３６の部から同表３９の部までを１

ずつ繰り下げ、同表３５の部中

「
作業靴 １ 年間 ２年 を

」

「 作業靴 １ 年間 ２年

安全眼鏡 １ 年間 ２年 普及指導の

業務に従事

する職員に

限る。

チェーンソー

用防護ズボン

１ 年間 ３年

チェーンソー

用防護腕カバ

ー

１ 年間 ３年

チェーンソー

用防護手袋

１ 年間 ３年

に改め、

」

同部を同表３６の部とし、同表３４の部中

「
ゴム長靴 １ 年間 ２年 を

」

「
ゴム長靴 １ 年間 １年 に改め、同部を同表３５

」

の部とし、同表中１２の部から３３の部までを１ずつ繰り下げ、

１１の部の次に次のように加える。

１２ 保健福祉課に勤

務する職員のうち

、福祉施設監査業

務に従事するもの

白衣 １ 年間 ３年

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第６号
愛媛県企業職員の給与の特例に関する管理規程を次のよう

に定める。

平成１８年４月１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員の給与の特例に関する管理規程

（趣旨）

第１条 この管理規程は、県の財政事情を踏まえ、愛媛県企

業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理

規程第５号。以下「企業職員給与規程」という。）又は特

定任期付企業職員の給与に関する管理規程（平成１５年愛媛

県公営企業管理規程第４号。以下「特定任期付企業職員給

与規程」という。）の適用を受ける職員（以下「職員」と

いう。）の給料及び手当その他の給与（給料月額を算出の

基礎とするもの（退職手当を除く。）に限る。）を減額す

るため、職員の給料月額等について、企業職員給与規程及

び特定任期付企業職員給与規程の特例を定めるものとする

。

（給料月額の特例）

第２条 職員の給料月額（企業職員給与規程第９条の規定又

は特定任期付企業職員給与規程の規定によりその例による

こととされる職員又は特定任期付職員に適用される職員の

給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成１７年愛媛

県条例第８８号。以下「一般職給与改正条例」という。）附

則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職

員にあっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の

合計額）は、企業職員給与規程第２条から第４条までの規

定、特定任期付企業職員給与規程の規定によりその例によ

ることとされている職員の給与に関する条例（昭和２６年愛

媛県条例第５７号。以下「一般職員給与条例」という。）第

３条から第４条の２までの規定、一般職給与改正条例附則

第７項から第９項までの規定又は一般職の任期付職員の採

用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号。以下「一

般職任期付職員条例」という。）第７条の規定にかかわら

ず、これらの規定により定められた額から当該額に、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じた

ときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額とする。た

だし、給料の調整額、管理職手当及び退職手当の額の算出

の基礎となる給料月額については、この限りでない。

� 局長、中央病院長又は中央病院事務局長の職にある者

１００分の８

� 企業職員給与規程第５条の規定により管理職手当の支

給を受けるべき職にある職員（前号に掲げる職員を除く

。）及び特定任期付企業職員給与規程の規定によりその

例によることとされる特定任期付職員に適用される一般

職任期付職員条例第７条第１項に規定する給料表の適用

を受ける職員（その号給が３号給又は４号給であるもの

に限る。） １００分の６

� 企業職員給与規程第９条の規定によりその例によるこ

ととされる職員に適用される一般職員給与条例第１９条第

５項の規定により期末手当の加算を受けるべき職にある

職員又は企業職員給与規程第９条の規定によりその例に

よることとされる技能労務職員に適用される技能労務職

員の給与に関する規程（昭和３２年１１月訓第１，３６７号）第

４条第４項第１号に掲げる職務の級が３級以上の職員の

愛 媛 県 報平成１８年４月１日 第１７４７号外４
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

公営企業訓令

職務の級にある職員（前２号に掲げる職員を除く。）

１００分の４

� 前３号に掲げる職員以外の職員 １００分の３．５

（給料の調整額の特例）

第３条 職員の給料の調整額の額は、企業職員給与規程附則

第５項の規定にかかわらず、同項の規定により定められた

額から当該額に、前条各号に掲げる職員の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額（その額に１

円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減

じて得た額とする。ただし、退職手当の額の算出の基礎と

なる給料の調整額については、この限りでない。

（管理職手当の特例）

第４条 職員の管理職手当の月額は、企業職員給与規程第５

条の規定にかかわらず、同条の規定により定められた額か

ら当該額に、１００分の１０を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じて

得た額とする。

附 則

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

２ この管理規程は、平成１９年３月３１日限り、その効力を失

う。

�������
�愛媛県公営企業管理規程第７号
愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程を

次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規

程

愛媛県企業職員被服貸与規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第８号）の一部を次のように改正する。

第７条の見出しを「（再貸与等）」に改め、同条に次の１

項を加える。

３ 所属長は、第３条第１項の規定にかかわらず、業務の状

況又は被服の損耗の程度により、別表第１及び別表第２に

定める被服等の一部を貸与せず、又はこれらの表に定める

貸与期間を延長することができる。

別表第１看護師の項中
「
看護帽 ３個 〃 〃

」

を削る。

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第３号
愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の特例に関する規

則を次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の特例に関す

る規則

愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営

企業管理規程第５号）又は特定任期付企業職員の給与に関す

る管理規程（平成１５年愛媛県公営企業管理規程第４号）の適

用を受ける職員（以下「職員」という。）に対する愛媛県企

業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓

令第４号。以下「企業職員特殊勤務手当支給規則」という。

）第１５条第３項の規定の適用については、同項及び愛媛県企

業職員の特殊勤務手当支給規則等の一部を改正する訓令（平

成１８年愛媛県公営企業訓令第２号）附則第２項の規定にかか

わらず、企業職員特殊勤務手当支給規則第１５条第３項中「職

員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第１８条

の規定」とあるのは、「職員の給与に関する条例（昭和２６年

愛媛県条例第５７号）第１８条の規定、職員の給与に関する条例

等の一部を改正する条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則

第７項から第９項までの規定及び知事等及び職員の給与の特

例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第３号）第４条第１項

の規定」とする。

附 則

１ この訓令は、公布の日から施行する。

２ この訓令は、平成１９年３月３１日限り、その効力を失う。

平成１８年４月１日 印刷
平成１８年４月１日 発行
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